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イ 県民1人当たりのバランスシート 

  県民 1 人当たりのバランスシートは、バランスシート上の各々の金額を住民基本台帳人口で

除して算出したものです。 

  県民 1人当たりの資産は 161 万 8 千円と前年度に比べて 1 千円の減少となりました。一方、

県民1人当たりの負債は68万6千円と前年度に比べて2万円の増加となっています。その結果、

県民 1人当たりの純資産は 93万 2千円と前年度に比べて 2万 2千円減少しています。 

 

 

 
ウ 平成20年度バランスシート各項目の説明 

① 資産の部 

  資産は、地方公共団体の経営資源として用いられると見込まれるもので、現金・預金、土地、

建物、備品、未収金、貸付金等です。 
 

ⅰ） 公共資産 

公共資産は、「有形固定資産」と「売却可能資産」から構成され、資産の大部分を占めてい

ます。「有形固定資産」は長期間にわたって住民サービスを提供するために使用されるもので、

具体的には、土地、建物等が該当し、行政目的別に区分されています。内訳を見ると、「①生

活インフラ・国土保全（道路・橋りょう、河川など）」で 1兆 9,132 億円と最も多く、「⑤産業

振興（農道、林道、かんがい施設など）」で 4,262 億円、「②教育（高校など）」で 2,350 億円

と続いています。 

また、「売却可能資産」は、公共資産のうち未利用資産など現在行政目的のために使用され

ていない資産を表しており、合計で 12億円となっています。 
 

ⅱ） 投資等 

投資等は、企業会計や第三セクターへの出資金や貸付金、基金（特定目的基金および定額運

用基金）、回収期限が到来してから 1 年以上回収できていない債権（長期延滞債権）などの資

産が計上されています。内訳は、「投資及び出資金」が 1,298 億円、「貸付金」が 376 億円、「基

金等」が 474 億円、「長期延滞債権」が 96 億円となっており、「回収不能見込額」注 10 億円を

差し引いた投資等合計で 2,233 億円となっています。 

注）「回収不能見込額」とは、貸付金や長期延滞債権のうち、将来回収することが出来なくなると見込まれる

金額で、過去の回収不能実績を基にして機械的に見積もっているものです。 

 
 

ⅲ） 流動資産 

資 産 1,618,081 円 1,619,387 円 △ 1,306 円

負 債 686,168 円 665,880 円 20,288 円

純 資 産 931,913 円 953,507 円 △ 21,594 円

住 基 人 口 1,854,060 人 1,856,282 人 △ 2,222 人

平成１９年度末平成２０年度末 増 減

県民1人当りバランスシート
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流動資産は、流動性の高い基金である財政調整基金や県債管理基金、形式収支に相当する歳

計現金、税金等の未収金が計上されています。「現金預金」は、財政調整基金、県債管理基金、

歳計現金の合計で 371 億円、「未収金」は、回収不能見込額を差し引き 27億円となっています。 

 

② 負債の部 

  負債とは、将来に支払いや返済の必要があるもので、バランスシート作成基準日（平成 21

年 3月 31 日）翌日から一年以内に支払期限が到来するものを流動負債、それ以外を固定負債と

しています。 
 

ⅰ） 固定負債 

・ 地方債 

地方債のうち、作成基準日における地方債残高から、翌年度に予定されている元金償還額を

控除した額を計上しており、9,571 億円となっています。 
 

・ 長期未払金 

長期未払金は、既に物件の引渡しやサービスの提供を受けたものについてまだ支払っていな

い額、あるいは債務保証や損失補償の履行が決定した額などです。 
 

・ 退職手当引当金 

退職手当引当金は、全職員が該当年度末時点で普通退職した場合に必要となる退職手当額か

ら翌年度支払予定退職手当額を控除した額を計上しています。 
 

ⅱ） 流動負債 

・ 翌年度償還予定地方債 

作成基準日の翌日から1年以内に償還を予定している地方債の元金償還額を計上しています。 
 
・ 短期借入金（翌年度繰上充用金） 

繰上充用は、歳入が歳出に不足する場合に翌年度の歳入を繰り上げてその年度の歳入に充用

することをいいます。三重県においては該当がありません。 
 
・ 未払金 

固定負債の長期未払金が翌々年度以降の支出予定額であるのに対し、翌年度支出予定額は未

払金として計上されます。 
 

・ 翌年度支払予定退職手当 
翌年度支払予定退職手当は、職員に支払う退職手当のうち翌年度支払予定額で、翌年度予算

に計上されている額を計上しています。 
 
・ 賞与引当金 

賞与引当金は、翌年度に支給される賞与のうち当該年度に発生した分の金額を計上していま

す。翌年度の 6 月に支払われる賞与は、当年度の 12 月から翌年度の 5 月までの 6 か月分の勤

務に対して支払われるものと考えられるため、当年度の 12 月から 3 月までの 4 か月分に相当

する額を当年度に発生したコストとして認識するものです。 
 

③ 純資産の部 
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借方（バランスシートの左側）に計上される資産を形成するために充当された財源のうち、

現在までの世代が負担した税金などの一般財源や、国からの補助金などを「純資産」としてい

ます。なお、これは民間企業の「資本」に似た概念となっています。 
 
ⅰ） 公共資産等整備国庫補助金等 

公共資産等整備国庫補助金等は、住民サービスを提供するための財産を取得した財源のうち

国からの補助金に当たるものです。三重県においては、借方に計上されている公共資産等のう

ち、7,658 億円を国からの補助金によって整備されていることになります。 
 
ⅱ） 公共資産等整備市町村負担金等 

公共資産等整備市町村負担金等は、住民サービスを提供するための財産を取得した財源のう

ち市町村からの負担金に当たるものです。三重県においては、借方に計上されている公共資産

等のうち、1,016 億円を市町村からの負担金等によって整備されていることになります。 
 
ⅲ） 公共資産等整備一般財源等 

公共資産等整備一般財源等は、住民サービスを提供するための財産を取得した財源のうち、

上記の国庫支出金、市町村負担金等と地方債（建設地方債）を除いた部分です。三重県におい

ては、借方に計上されている公共資産等のうち、1兆 6,301 億円を税金等の一般財源によって

整備されていることになります。 
 
ⅳ） その他一般財源等 

その他一般財源等は、公共資産等以外の資産から公共資産等整備財源以外の負債を差し引い

た額です。したがって、翌年度以降に自由に使用できる財源ということになります。三重県に

おいては 7,703 億円のマイナスになっていますが、退職手当引当金や臨時財政対策債などの資

産形成につながらない負債に対してそれらの支払いに対する備えが蓄えられていないことを

表しています。ただし、臨時財政対策債などの償還については、後年度、地方交付税で補てん

され、財源は確保されることになっています。 
 
ⅴ） 資産評価差額 

資産評価差額は、「売却可能資産」の取得価額と売却可能価額との差額や「投資及び出資金」

のうち市場価格のある有価証券の取得価額と時価との差額などです。三重県においては、6億

円のプラス（評価増）になっています。 
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イ 県民 1 人当たりの行政コスト 

 県民 1 人当たりの行政コストは、行政コスト計算書上の各々の金額を住民基本台帳人口で除し

て算出したものです。 

 県民 1人当たりの行政コストは 29万 7千円と前年度に比べて 6千円の減少となりました。総人

件費削減の取り組みや経費の節減、行財政改革の取り組みなどにより、前年度と比較して減少し

ています。 

 

 

（３） 純資産変動計算書 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値について、会計年度

中の動きを表す計算書です。純資産の部を構成する「公共資産等整備国庫補助金等」「公共資産

等整備市町村負担金等」「公共資産等整備一般財源等」「その他一般財源等」「資産評価差額」に

ついて、その増減の要因となった項目が左列に掲げられています。 
 

① 純経常行政コストと財源 

純経常行政コストの金額に対して一般財源及び経常的な補助金等受入の金額がどの程度ある

かをみることにより、純経常行政コストが受益者負担以外の経常的な財源によりどの程度賄わ

れているかが分かります。経常行政コスト 5,378 億円に対して、地方税などの経常的な一般財

源が 4,119 億円、経常的なコストに対する補助金が 630 億円あることが分かります。 
 

② 臨時損益 

経常的なコストや財源のほかに、臨時的な損益として、16億円の災害復旧事業費のほか、公

共資産の売却に伴う利益が 6 億円、投資および出資金の時価もしくは実質価額の下落による投

資損失が 8億円あることが分かります。 
 

性 質 別

1 人にかかるコスト 126,281 円 126,878 円 △ 597 円

２ 物にかかるコスト 64,891 円 64,982 円 △ 91 円

３ 移転支出的なコスト 95,723 円 96,512 円 △ 789 円

４ その他にかかるコスト 9,622 円 14,305 円 △ 4,683 円

行政コスト   合計 296,517 円 302,677 円 △ 6,160 円

１ 使用料・手数料 5,670 円 5,762 円 △ 92 円

２ 分担金・負担金・寄附金
（市町村からのものを除く）

797 円 840 円 △ 43 円

経常収益   合計 6,467 円 6,602 円 △ 135 円

（差引）純行政コスト 290,050 円 296,075 円 △ 6,025 円

住 基 人 口 人 人 △ 2,232 人

県民1人当り行政コスト

1,854,050

平成20年度末 増 減平成１９年度末

1,856,282
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③ 科目振替 

資本的な収入及び支出に伴い、純資産内部の振替が発生します。具体的には以下のようなも

のがあります。 

ⅰ）公共資産整備への財源投入 

財源として拘束されていなかった一般財源が、公共資産や貸付金、出資金の財源とし

て使用される（資本的支出）ことにより、公共資産等整備一般財源等として拘束されま

す。 

ⅱ）公共資産処分による財源増、貸付金・出資金等の回収等による財源増 

公共資産等の財源として拘束されていた財源が、公共資産の処分や貸付金・出資金等

の回収により使途の自由な一般財源として回収された（資本的収入）ことを表していま

す。 

ⅲ）減価償却による財源増 

公共資産等の財源として拘束されていた財源が、公共資産の減価償却に伴い一般財源

として回収されたことを表しています。 

ⅳ）地方債償還に伴う財源振替 

公共資産等整備の財源として発行された地方債を償還することにより、公共資産等整

備の財源のうち地方債によって賄われていた部分が一般財源に置き換わることになり

ます。 
 

④ 資産評価替えによる変動額 

売却可能資産や有価証券の時価評価に伴い生じる資産評価差額が計上されます。 

 

 

（４） 資金収支計算書 

資金収支計算書は、歳計現金の出入り情報を性質の異なる 3 つの区分に分けて表示した財務

書類です。3つの区分とは、「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」「投資・財務的収支の

部」になります。 

また、プライマリーバランス（基礎的財政収支）の状況が注記されています。 

 

① 経常的収支の部の内訳 

経常的収支の部には、人件費や物件費などの支出と税収や手数料などの収入が計上されてお

り、日常の行政活動による資金収支の状況が表示されています。支出は大きいものから、人件

費が 2,355 億円、補助金等が 1,142 億円、物件費が 242 億円となっています。一方、収入は大

きいものから、地方税が 2,670 億円、地方交付税が 1,224 億円、地方債発行額 556 億円となっ

ています。経常的収支差額の 1,078 億円は公共資産整備や地方債償還などに充当されることに

なります。 

 

② 公共資産整備収支の部の内訳 
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公共資産整備収支の部では、公共資産の整備などによる支出とその財源である補助金・借金

などによる収入が計上されており、いわゆる公共事業に伴う資金の使途とその財源の状況が表

示されています。支出としては、自団体で行う公共資産整備に 763 億円、他団体で行う公共資

産整備に 464 億円、他会計等で建設費に充当される財源として支出したものが 22億円となって

います。また、収入としては、建設地方債の発行が 542 億円、国庫補助金等が 258 億円などと

なっています。公共資産整備収支額は 381 億円の赤字となっていますが、これは経常的収支、

すなわち一般財源で賄われたことを意味します。 

 

③ 投資・財務的収支の部の内訳 

投資・財務的収支の部では、出資、貸付、基金の積み立て、借金の返済などによる支出とそ

の財源である補助金、借金、貸付金元金の回収などの収入が計上されており、投資活動や借金

の返済（財務活動）による資金の出入りの状況が表示されています。支出としては、地方債償

還額が 767 億円、基金積立額が 222 億円、貸付金が 144 億円などとなっています。また、収入

としては、貸付金回収額が 179 億円、国庫補助金等が 126 億円、基金取崩額が 102 億円などと

なっています。投資・財務的収支額は 712 億円の赤字となっていますが、これは経常的収支、

すなわち一般財源で賄われることになります。 

 

④ プライマリーバランス（基礎的財政収支）に関する情報 

プライマリーバランス（基礎的財政収支）とは、公債の利払い費と償還額を除いた歳出と、

公債発行収入を除いた歳入のバランスをみるものです。年度間の財源調整機能を果たす財政調

整基金や県債管理基金の取崩額や積立額も除きます。 

本県の場合、1 年間で 14 億円の歳計現金が減少していますが、地方債の元利償還額（935 億

円）よりも地方債発行額（1,170 億円）が上回っていることなどにより、基礎的財政収支は 249

億円のマイナスとなっています。 

  なお、ここでは、地方交付税の身代わりともいうべき臨時財政対策債が地方債として扱われ

ていますが、同債を地方交付税と同じものとして扱うこととすると、基礎的財政収支は、21億

円のプラスになります。 

 

 

 

 


